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「‾民主主義」を教える中等社会科カリキュラムの原型
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１。はじめに
敗戦後の日本に新教科「‾社会科」が設置されたのは，約半世紀前の昭和22 (1947)年のことであ
る。
成立当初の社会科が「新教育の花形教科」とし
て注目を集めたことは
，よく知られている。その
理由の
一つに，匚民主主義」を教える教科という
位置づけを挙げることができよう
。例えば，宮原
誠
一は匚その社会科では，とにかくも，人民主権
が教えられ
，個人の尊厳が強調され，生徒が自分
たちの生活のなかから自由に問題をひきだすこと
が奨励されたのである
。そうであったからこそ，
私たちの国の学校ではじめて人間性が日の目をみ
ることができたのだ1冂と述べて
，社会科新設の
意義を大いに評価している。
近年の論文では
，佐藤正幸が厂個人の集合体と
しての社会」という考え方の定着に大きな役割を
果たしたとして
，昭和22年版社会科学習指導要領
の理念を次のように高く評価している。
ここで忘れてならないのは，民主主義というイデオ
ロギーは，「まず個人があり，その集合したものが社会
だ」という，欧米の個人主義的社会観を前提としてい
ることである。そうすると，社会科は，この社会観の
日本への移植の一翼を担ったと言えるのではないか。
これは，匚まず社会があり，そしてその一員として個人
がある」という日本の伝統的な社会観への挑戦でもあっ
た。社会科の導入は単なる新教科の誕生にとどまらず，
集団主義志向という日本人のものの見方・考え方の根
幹に触れる意識改革でもあったのではないか。…（中略）…つまり，社会科が教えようとした社会
は，厂あるがままの社会」ではなく，「あるべき社会」
であったと言える。具体的に言えば，民主主義を戦後
の日本に定着させるためには
，日常生活において民主
主義的な生き方を教えることが必要であり，民主主義
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的な生き方の根底には
，社会は個人から成り立ってお
り，個人の集合体が社会なのだ，ということを，教えることであった。　2）
長い引用になったが
，ここから芽生えてくるの
は
，匚個人の集合体としての社会」という匚ある
べき社会の姿
」を教える教科として社会科が設置
されてから
，半世紀もの歳月が経過したにもかか
わらず
，なぜ日本では自立した責任ある個人の集
合体としての民主主義社会（市民社会）が未成熟
な段階にとどまっているのかという疑問である
。
最近の書物では
，阿部謹也が，教科書に描かれ
た近代的自我や個人の尊厳を教える建前としての
学校教育と
，匚世間」という伝統的な縛りの中で
生きている日本の実社会との乖離に
，その解答を
見出している3）
。しかし，このような研究視角は
歴史学や社会学のアプローチであって，教科教育
学のそれではない。
では
，この疑問に対する社会科教育学の問いか
けは何か
。それは，子どもに民主社会のあるべき
姿を教えてきた（にもかかわらず
，日本に民主主
義が定着しないのは）社会科教育の目標
・内容・
方法のどこに根本的な問題点があったのか
，その
問題点は何に由来するのかと問うことであろう
。
そこで本稿では，昭和22年版の『学習指導要領
社会科編Ｈ（試案）』,（中学校第工学年～高等学校
第１学年用，以下では『要領ｎ』と略記する）に
掲載されている厂民主主義
」を扱った四つの単元
を分析対象として
，上記の問いかけに迫っていく。
本稿の表題にもあるように
，匚民主主義」を教え
る中等社会科カリキュラムの原型を提示した学習
＜資料１：単元｢個人は，共同生活にうま＜適合していくにはどうしたらよいであろうか｣の厂要旨｣と｢目標｣4)＞
要　　　旨
(前略)…わが国においては，従来個人と集団との関係という点については，欠陥があった。個人は，その家庭
や国家に対しての責任はきわめて強く感じていたが，社会を構成している個人の幸福に対する責任はあまり感じて
はいなかった。他国に比べて。わが国では，国家と区別される社会というものの発展は，きわめて遅れている。…
(中略)…われわれは，時として，個人の存在が国家に奉仕するような，また個人が常に僣歐を軽視するような体制
をよいものと信じて来た。集団生活の重要性を強調するとともに，個人は，集団によって埋没されてはならない，
ということを注意するのは，同じく大切なことである。集団というものは，個人がその相互の利益と必要とを分け
合って，それを実現するためのものとして，個人のために存在するのである。この原則を国にあてはめてみれば，
個人は国家に奉仕するために存在するのではなく
，国家とか国とかいうものは，個人が共通の目標に達するために
協同して努力する個人の大きな集団である。個人を大切にするのは，民主的生活の最も重要な特色の一つである。･‥
(後略)目　　　標
(一)一般目標
生徒が，個人は共同生活に進んで参加してその性格と人格とを発展させるものであること，また，社会の発展と
進歩とは
，各個人の協力にまたなくてはならないということを理解して，自身の仕事や責任を，共同社会や集団の
一員として自覚し，自分の義務を果たす態度を養うようにさせること。
(二)特殊目標
剛寛容・正直・公正・正義感を養うこと。
(2)人間は人格的存在として大切なものであり，尊厳なものであるという理解を深めること。
(3)生徒自身の人格を発見し
，発展させる機会を与えること。また，他人の人格を尊敬する態度を養うこと。
(4)われわれの性格や人格は，他人との共同によって発展すべきものであるということについての理解を深めるこ
と。
(5)いかなる共同社会においても，制限や拘束がなくてはならないこと，ほしいままな個人主義は集団全体に害になるということの理解を深めること。
(6)理由も調べずに伝統に盲従するのは
，知的な行動ではないということの理解を深めること。
(7)常に共同生活に対して
，まます貢献しようとする習慣と能力を養うこと。
(8)ﾈL儀正しい日常の行動を訓練して威厳のある態度を伸張すること。
(9)個人はある基本的人権を持つものだということの理解を深めること
。
(10)民主的な社会では，個人はその集団の福祉を考慮しなくてはならない，ということに対して理解を深めること。
指導要領として
，社会科教育史上に位置づくのが，
『要領Ｈ』であるからである。
２。『要領Ｈ』における個人と社会
『要領Ｈ』が
，個人の尊厳と民主主義というテー
マを正面から取り上げているのが
，＜資料１＞に
示した中学校第３学年の単元Ⅵ匚個人は
，共同生
活にうまく適合していくにはどうしたらよいであ
ろうか」（以下では単元「個人と共同生活」と略
記する）である。
（1）共同社会における個人の尊厳と役割
単元匚個人と共同生活」の匚要旨」には，前掲
の佐藤が高く評価していた個人主義的社会観に立
脚した民主主義の理念と
，国家も匚個人の集合体
としての社会
」一つであるという見解が明快に
記述されている。ちなみに，佐藤が引用している
のも，この段落である。
単元匚個人と共同生活
」の匚目標」は，匚一般
目標」と「‾特殊目標」から成っている。ところが
２－
「“要旨
」とは正反対に，これらの匚目標」には，
個人主義の行き過ぎを戒め
，集団全体の福祉を優
先させようとする姿勢が示されている
。民主主義
社会における個人の尊厳の学習よりも
，共同社会
に適応し得る人間としての資質の育成（人格形成）
のための学習が重視されているのである
。
それだけではない
。本単元の匚目標」のもう一
つの特徴は
，厂要旨」に何度も登場した「国家」
という概念が全く見られないことである
。これは，
後に述べるように
，民主主義の及ぶ社会の範囲を
身近な社会に限定し
，国家に及ばせまいとする意
図が
，本単元の匚目標」（及び単元の学習内容を
例示した「‾教材の排列
」と「‾学習活動の例コに
密かに込められていたことを意味している
。
このように
，単元匚個人と共同生活」の場合は，
個人の尊厳と民主主義の理念を高らかに詛い上げ
た「要旨
」，個人よりも社会（集団）の福祉を
優先した厂目標
」とのズレを抱え込んだ構成になっ
ているＯにもかかわらず，本単元の構成が完了し
たと見なされた理由は何だったのだろうか
。
この疑問を解くために
，『要領Ｈ』の編集を担
当した文部省の中等社会科委員会の委員長であっ
た勝田守一の当時の公民教育観を検討してみよう。
（2）勝田守
－の公民教育観　一秩序と進歩一
単元厂個人と共同生活
」の匚目標」には，個人
の尊厳よりも社会全体の福祉を優先させる姿勢が
強く示されていると指摘したが
，何よりも「‾個人」
という発想が本単元に盛り込まれたこと自体が
，
当時としては画期的であった
。その点では，前掲
の佐藤の指摘は全く正当である。
同じく昭和22年に発行された小学校用の『学習
指導要領社会科編Ｉ（試案）』（以下では『要領Ｉ』
と略記する）の厂序論
」にも匚民主主義」に関す
る叙述が展開されている
。しかし，『要領Ｈ』に
比べると匚個人
」とう発想は希薄である。これ
は別稿で指摘したことだが5）
，『要領Ｉ』の編集
担当者であった重松鷹泰や上田薫の著述を紐解く
と
，戦前の修身教育について，そ教育内容を批
判する論理が見られず
，徳目の注入という教育方
法のみを問題視している傾向が目につく
。そのた
め
，第１学年の単元匚家や学校で，よい子と思わ
れるには私たちはどうすればよいか
」に典型的に
現れているように
，特に低学年では，個人として
の自立を促すよりも
，既存の社会的規範（修身教
育の系譜を引く儒教道徳的価値観）に子どもを適
応させようとする姿勢が根強く継承されていた
。
それに対して勝田は
，匚公民科につい」とい
う論文の中で
，匚従来『修身』とよばれていた道
徳教育は今後『公民』という名称によって代られ
るであろうが
，それは単に名称が変るというよう
なことを意味しているのではなく
，道徳教育の内
容も方法もともに大きな変化を経験しなくてはな
らぬＯ」と述べている。徳目の注入という修身教
育の方法だけでなく
，内容についても根本的な改
革がなされるべきだと勝田が述べていることは注
目に値する
。そして勝田は，この一文に続けて，
厂保守的な力や思想のために
，多くの教材が過去
から不動のものとして選ばれ
」てきたことが，
「‾自主的な判断力や推理力
」の育成を阻んできた
のであり
，厂国民個人の自主独立性を涵養する」
に至らなかった原因であるという趣旨の論述を展
－３－
開している
。この論文が発表されたのは昭和21年
９月であるから，その頃から勝田は「国民個人の
自主独立性の涵養
」を目標とした新しい公民教育
を推進する必要性を考えていたことになるＯ
では勝田は
，なぜ「国民個人の自主独立性を涵
養する
」必要があると考えたのだろうか。そして，
自主独立性を備えた個人と社会（集団）は
，どの
ような関係を保持するのが望ましいと考えていた
のだろうか
。これら二つの疑問について，勝田は，
重松鷹泰と共同で執筆した論文「社会科の構造」の中で次のように述べている。
われわれの現実にとって，何よりも重要なことは，
個人の尊厳と価値とを自己および他人に対して認識す
るとともに，その尊敬にもとづく行為の習慣をもっ人間の形成であろう。…（中略）…大切なことは，この
ような個人が一定の仕方において，合理的に社会化さ
れなくてはならぬ，ということである。…（中略）…デュルケームもまた道徳教育の任務を
社会化の過程に見出しているが，そこで近代社会の道
徳を知的として特色づけ，社会諸制度の必然的変化に
対応しつつ，社会慣習の合理的発展に順応する個人の
形成として，道徳教育の任務を規定している。近代市
民社会が過去の社会像から，己れを区別して，個人の
独立を強調するのは，決して社会の解体を目ざすので
はなく，むしろ，そのような個人の独立なしには支え
得ない社会への移行が近代的社会発展の様相である，
とデュルケームはいっている。とくにわれわれの現実
において，新しい社会秩序への発展は個人の独立を契
機として再構成される動的な秩序の建設という意味をもつことは明らかであろう。7）
この叙述に込められているのは，敗戦後の日本
に（デュルケームの道徳教育論から導いた）新し
い近代的社会秩序を構築し
，新たな発展を遂げて
いくためには
，「個人の自主独立性の涵養」が不
可欠の前提であるという勝田の思想である。すな
わち
，勝田にあっては，自立した個人の育成は公
民教育の目的そのものではなく
，新しい近代的社
会秩序の構築と社会発展のための必要条件と考え
られていたのである。
また勝田は，フランス革命後の社会の「道徳的
無政府
」状態に新たな秩序をあたえ，政治的統一
に導くことをめざして思索を重ねた哲学者である
オ
ギーュスト・コントの言葉を引用しつつ，次の
ように自らの公民教育観を解説している。
簡単にいってしまえば，社会と自分の問題を社会の
秩序をできるだけ保ちながらしかも人間生活の進歩の方向へ解釈してゆくことのできる精神が大切だという
ことです。秩序と進歩ということはフランスのコント
が用いている言葉ですがこれは公民教育にとって大切な精神だと思います。8）
このように考察を重ねてくると
，単元「‾個人と
共同生活
」の匚目標」の中で，行き過ぎた個人主
義が戒められ
，社会全体の福祉を優先する姿勢が
強調されるとともに
，共同社会における個人の人
格形成が重要課題とされていたのは，勝田の匚秩
序と進歩
」を基調とする当時の公民教育観が反映
された現れとして概ね理解できる
。しかし，それ
は
，既存の日本型共同社会の社会規範への適応を
意図したものでは決してなかったのである。
けれども
，ここから二つの疑問が生じてくる。
それは第一に，なぜ匚要旨」に冂固人の集合体と
しての社会
」という当時の勝田の思想とは目的と
手段を異にした民主主義の理念が盛り込まれたの
かという疑問である
。第二に，匚要旨」で個人と
国家の民主的な関係について述べているにもかか
わらず
，本単元の「‾目標」「‾教材の排列」匚学習活
動の例］には
，どうして個人と国家の問題を扱う
事例を盛り込まなかったのかという疑問である
。
特に
，第二の疑問を抱いたのは，敗戦後の焦土
の中で執筆された前掲論文匚公民科について」の
中に匚これからの公民教育は，‥･（中略）…わが
国の現状を深く見究めて
，そこに見出される種々
の問題や困難を率直に認め
，新しい国家の再建に
ふさわしい国家社会の成員を育てあげることをめ
ざして進まなければならないＯ」という一文かお
り
，勝田自身が，新しい国家社会の秩序の構築と
発展を担い得る成員（自立した個人）の育成を公民教育の重要課題として挙げているからである。
３
。『要領ｎ』における国家と民主主義
ところで
，「‾民主主義」を扱った『要領Ｈ』の
四つの単元の中で
，単元「個人と共同生活」は，
生徒が身近な社会における個人の尊厳と役割を中
心として民主主義を学ぶ側に位置している
。そこ
で
，先はどの疑問残しながら論述を進めること
になるが
，次頁の＜資料２＞に示した中学校第３
学年の単元
ｍ厂われわれの政治は，どのように行
われているであろうか
」「以下では単元匚政治」
と略記する）について先に検討しよう。これは，
－４－
生徒が国家と民主主義の関係について学習するこ
とを目的として構成された単元である。
（1）民主主義を教える理念及び目標と内容の乖離
まず
，単元「‾政治」の匚要旨」と匚目標」を見
てみよう
。最も注目される特徴は，厂国民が，政
府を自分たちの政府であると考え
，国民が，自ら
いろいろな形で政治に寄与して
，自らを治めて行
くところに
，民主主義の発展がある」という一文
に代表される国民主権論
，すなわち個人（国民）
と国家（政府）の関係を基軸とした民主主義の理
念が明快に語られていることである
。匚要旨」と
「目標
」の記述を読む限り，単元厂政治」は，国
民主権の本質を生徒に学ばせることを目的とした
単元であると解釈される。
次に
，匚教材の排列」に目を向けてみよう
Ｏ
第
一に注目される特徴は，ほとんどの学習問題
の主語（キ
ワーード）が「政府」「政治」「新憲法」
であり
，個人（国民）を主語としたテーマが少な
いということである
。わずかに匚個人は集団の一
員として
，どういう生活を営んだらよいか」とい
う個人を主語とした学習問題も含まれてはいるか
，
そこで意図されている理解は匚個人の権利義務
」
と厂よい公民としての特質
」の二つであり，個人
よりも公民としての義務の側に比重がかかってい
る
。また，本単元最後に匚われわれは，どうし
たならば
，民主的生活を実現できるか」という学
習問題が設定されているが
，匚政党と政府」「‾世論
と宣伝
」という二つのサブテーマは，我々が中心
となって民主的生活を実現するための方法を考え
ていく課題としては切実感に乏しく
，逆に，我々
と政治の距離の大きさを感じさせてしまいかねな
い危険性を帯びている。
第二の特徴は，国や地方の政治に関する学習内
容が
，単に民主政治の制度や機能等を学ぶという
レペルにとどめられているということである
。
これら三つの特徴を合わせると
，単元匚政治」
は
，厂要旨」及び「目標」において国民主権を高
らかに謳い上げながら
，実際には，民主主義の制
度や形態を単に知識として学ばせるにとどめ
，実
質的に国政を担っているのは政府であることを生
徒に印象づけようとした単元ということになる
。
つまり，単元匚政治」には，どのように国民主権
＜資料２：単元「われわれの政治は，どのように行われているであろうか」の「要旨」「目標」「教材の排列」lO）＞
要　　　旨
わが国は新憲法を制定した
。その中には，主権が国民にあるということがはっきりと明示されている。…（中略）
…そこで，国民は，主権の意味を理解し，主権が国民にあるあり方について，理解を深めなくてはならない。…
（中略）･‥このように，
自らを治めて行くところに，民主主義の発展があるしかるに，わが国では，従来政府というものは，匡I民から離
れて存在しているもので
，国は，ただそれに忠誠を捧げなくては成らないという考え方が強かった。…（中略）･‥
新憲法を制定したわが国民は
，はじめて自分の政治的運命を自分の手に委ねる可能性を得たのである。戦争を放
棄し
，基本的人権を強調した新憲法は，わが国の現状から見れば，われわれ国民のまじめな目的を表わし，国民の
決意を反映している
。われわれはこの憲法の原則を，できるだけ早く実際に日常生活の中に生かすように，最善を
つくさなくてはならない
。…（中略）…われわれの目的のすべてを，一時に実現することができないことはいうま
でもない
。長い過去の因習は，まだ払拭されていないし，古い制度の名残りは，到るところに見られる現状である。
われわれは，一歩一歩われわれの目的を，残っている古い制度のよくないところと戦いながら，実現していかなく
てはならない
。政治的教養は，各個人から始まって，順次にいろいろな共同社会の中に個人が参与していくことに
よって
，拡大していかなくてはならない。このようにして，政治は個人から始まり，家庭・学校・地方自治体に及
び，国にひろまる。民主主義は，個人の生活に始まり，次第に国民の全生活を包むようになる。
この単元の任務は，生徒を，上述のような政治の理解に到達させようとするにある。生徒は，市町村・都道府県
の の構造・形式・機能を，このような にもとづいて調べ（※引用者註：ここには国が含まれている），
また現在の政治の形式や運営が，このような考え方からする要求にかなっているかどうかを批判的に判断しなくて
はならない
。
新しい教育む あることを理解すべきであろう（※引用者註：ここには国が含まれていない）。一一…
目　　　標
(一)政府というものは，国民が相互の問題を解決し，その要求を，協力して調整して行くために選んだ活動機関であることを理解するように生徒を育てること。
(二)われわれの健全な社会生活に対する政治の意味を，認識させること。
(三)新憲法の原則と諸条項とを理解させ
，それを日常の生活に実践する意志を養わせること。
(四)わが国近代の政治の歴史的背景に対する理解を発展させること。
(五)民主主義における政党の正しい地位についての理解を
，発展させること。
(六)社会の各員の個人的価値と尊厳に対する理解を，作りあげること。
(七)いろいろな政治的な機関の機構や
，形式や機能などについて，いろいろなところから正確な知識を得て調べ，
また
，新憲法の原則に従って，政治の現状を，批判的に自主的に判断する能力を，発展させること。(八)自治的な学校生活を組織する能力を，発展させること。
(九)宣伝にとらわれずに
，自分自身の政治的意見を持つ能力を，発展させること。
(－○)民主的な生活に必要な技能を育てること。教材の排列
(一)なぜ政府は存在するのか。田なぜ，人々は集団や社会生活の中に生活しなくてはならないのであろうか。
(イ)集団の一員として生活する必要　(口)集団の要求　　㈲集団の諸要求を，協力によって調整すること。
(2)個人は集団の一員として
，どういう生活を営んだらよいか。
(イ)個人の権利義務　(口)よい公民としての特質
(二)わが国の政治活動は
，どのうに行われいるか。
(1)地方では，どのように政治が行われているか。
(イ)家庭と地方社会　　回市町村当局　(八)県当局　(二)地方選挙
(2)政府は
，どんな機構と形式と機能を持っているか。
(イ)国会と選挙　(口)内閣　(八)司法　(二)財政
(三)国民の政治生活は
，どんな歴史的背景を持っているか。
(1)明治維新に，政治の形式はどんなに変わったか。
(イ)幕府と天皇制　(口)天皇制と立憲君主制　　㈲ヨーロッパ的政治形態と旧制度　(二)明治憲法と民主主義(2)なぜわれわれは，新憲法を制定したか。
(イ)軍国主義と絶対主義　(口)民主化の歴史的必然　(八)軍国主義の崩壊と戦争放棄　(二)国民の決意
(四)われわれは
，どうして民主的な目的を，日常生活に具現したらよいか。
(1)新憲法の原則を
，どう理解したらよいか。
(イ)主権在民　(口)戦争放棄　　㈲基本的人権
(2)われわれは
，どうしたならば，民主的生活を実現できるか。
(イ)政党と政府　(口)世論と宣伝　　㈲自治的生活と公民としての責任　　　　　　(※下線は引用者による)
- ５－
＜資料３：単元「日本国民は民主主義をどのように発展させつつあるか」の「教材の排列」11）＞
（一）民主主義とは何か。
剛民主主義についてはどのようにいわれているか。
（2）民主主義のたいせつな要素について。（生徒は，自分たちにも十分意味のわかる民主主義の定義について，晝したり討議したりした後，解決すべきである。）
（イ）おのおのの人格の価値と尊厳
，及び基本的，個人的権利に対して，尊敬をもつこと
口社会全体福祉と，この福祉を保つために，各個人が協力して社会活動を行う必要を考えること
読
㈲すべての成員が共同して，自分に関係のある重要な仕事の部門に参加できるような政治の組織を持ち続けて
ゆくこと
（二）われわれの集団生活の問題を解決する方法として，知性を用いること。
（二）われわれの家庭生活は
，どの程度に民主的であろうか。（一。に掲げられている基準によって判断すること。）ま
たいっそう民主的にするにはどうしたらよいか。
（三）われわれの学校生活は，どの程度に民主的であろうか。（一。に掲げられている基準によって判断すること。）ま
たいっそう民主的にするにはどうしたらよいか。（四）民主主義の歴史。
剛イギリス　（2）合衆国　（3）フランス　（4）日本
（五）各国においては
，民主主義はどのように異なる政治形態をとっているのか。
剛大英帝国　（2）合衆国　（3）フランス　（4）他の国々
（六）民主的政治組織の特色はなんであろうか。
（1）国民によって選ばれ
，国民に対して責任をもつ官吏。　（2）地方自治　（3）国民投票（発案権及び一般投票）
（4）普通選挙　（5）三権分立　（6）人権宣言と保障　（7）法治と公平な司法制度　（8）政党（七）民主的社会生活の特色はなんであろうか。
巾家族関係の民主化　（2冂皆級
，徒党，及び世襲身分生活の排除　（3）社会的，教育的機会均等。
（八）民主的経済生活の特色はなんであろうか。
（九）独裁制に比べて，民主主義はどのような長所をもっているか。
巾政治生活において　（2）社会的
，文化的生活において　（3）経済的生活において
（－○）民主主義は，なぜある場合には失敗するか。
と国の政治の関わりを生徒に教えるのかをめぐっ
て
，厂要旨」及び「‾目標」と匚教材排列」との
間に大きな乖離が認められるのである
。
ところで
，民主主義の制度や形態を単に知識と
して学ばせようとする姿勢は
，＜資料３＞に示し
た高等学校第１学年の単元Ｖ「日本国民は民主主
義をどのように発展させつつあるか
」の匚教材の
排列
」後半も顕著に現れている。ここでは，
生徒が
，主な国々の民主主義の歴史や形態，三権
分立
，地方自治，司法制度などの知識を習得する
ことで
，民主主義を学ぶこととされている。
仮に
，『要領Ｈ』が国民主権のおり方を生徒に
学ばせることを本気で意図していたのならば
，本
単元の匚教材の排列
」の前半のように，匚人格の
価値と尊厳
」匚基本的権利」厂社会全体の福祉」等
の基準を国の政治にも当てはめて
，日本の民主主
義の現状について討論するという学習も十分に構
想できたはずである
。しかし，本単元では，生徒
が民主主義の程度を判断する学習は
，家庭と学校
だけを対象として行うことになっている
。
尤も見方を変えれば，本単元が，家庭と学校に
－６－
対象を限定して民主的か否かを生徒に判断させよ
うとしたことについては
，単に知識として民主主
義を学ぶだけでなく
，（生活のしかたとしての民
主主義12）
」を理解することを狙った好例として評
価することも可能である
。しかし，本単元の主題
が「日本国民は民主主義をどのように発展させつ
つあるか
」であること，前掲単元「政治」及び
「個人と共同生活
」を履修した次の学年（高等学
校第１学年）に位置づけられていることを考え合
わせると
，日本の国家としての民主主義の現状に
ついて
，生徒自ら判断していく学習活動が，本単
元から除外されているのは如何にも不自然である
。
（2）オズボーンの指摘による単元「政治」の修正
さて
，単元「政治」の匚要旨」及び「目標」と
「教材の排列
」との乖離はなぜ生じたのだろうか。
この謎を解く
一つの手がかりとして注目される
資料が
，連合国軍総司令部の民間情報教育局
（ＧＨＱ／ＣＩＥ）の「会議記録(Conference
Ｒｅｐｏｒt）」に残されていた。周知のように，『要
領皿』の編集作業は
，勝田守一を委員長とする中
等社会科委員会が原案を作成し，それに対して，
ＣＩＥの中等社会科担当官であったオズボーン
(M.L.Osborne)が助言と承認を与えるという手
順で進められている。
一連のオズボーン関係の会議記録を紐解くと，
単元「政治」については, 1947年１月２日に，勝
田との間で激論になったことが記されている
。そ
こで
，オズボーンは，勝田が提出した本単元の原
案について，次のように批判を込めて記している。
この単元は
，やや権威主義的なアプローチをとってい
る
。勝田は，これまで価値ある仕事を行ってきたが，今
回は
，彼の背後に高い地位にある大臣の影が見え隠れし
ているという印象を抱かせる
。なぜこのようなアプロー
チを用いたのかと彼に尋ねたところ
，勝田は，主権が国
民に存するということを宣言した憲法が存在していると
いう観点から
，もし国民に実質的な権力を与えたら，共
産主義者が統治権を獲得する恐れがあると説明した。13）
この会議記録から
，第二次世界大戦後の東西の
イデオロギ
対ー立が，単元「‾政治」の内容構成に
まで影を落としていたことが読み取れる
。既に考
察したように
，勝田の公民教育観の主旨は，新し
い近代的社会秩序の構築と社会発展のためにこそ
，
匚国民個人の自主独立性を涵養する」ことが不可
欠であるという信念であった。それ故に，国民に
実質的な権力を与えまいとする発言を勝田自らが
行ったというオズボ
ンーの会議記録は不可解であ
る
。その事情について探ってみると，当時の第一
次吉田茂内閣の文部大臣であった田中耕太郎が，
回顧録に「‾占領の当時総司令部が日本におけるファッ
シズムを払拭することのみに傾き
，共産主義の危
険を十分認識せず
，占領政策上数々の誤りを犯し
たことは，日本国民の民主主義の能力を過信した
善意の過失と認むべきである14帽と述べているこ
とから
，文部省上層部が勝田の原案作成や発言に
影響を与えていたことは確かなようである１≒ＣＴＥの会議記録によれば，単元匚政治」の修
正稿が提出されたのは１月工7日であり，オズボー
ンは匚エリートが統治主体であるという旧来の考
え方から脱却できたかどうか
」を確認した上で，
本単元を承認したということである16）
。
ここで
，一つの推理が成立する。それは，単元
匚政治」の記述に関して，オズボーンが冂日来の
考え方から脱却できたかどうか
」を確認したのは，
「‾要旨」と厂目標」の記述だけではなかったかと
－７－
いう仮説である
。このように考えると，単元厂政
治
」の匚要旨」及び厂目標」が民主主義（国民主
権）の理念を詛い上げ
，それに対して「教材の排
列
」が，民主主義の制度や機能の学習を交えなが
ら
，実質的には政府が政治を行っていることを生
徒に印象づけようとした（国民に実質的な権力を
与えまいとした）構成になっているという乖離の
説明がつくからである
。
（3）オズボ
ンーの指摘による
単元「経済政策」の修正経過
筆者が
，この仮説を提示したもう一つの根拠は，
『要領
ｎ』の高等学校第工学年の単元Ｈ「‾われわ
れの経済生活に対して
，政府はどんな仕事をして
いるか
」「以下では単元匚経済政策」と略記する）
の編集過程において仮説と同様の修正が施されているのを発見したからである。
ｃＩＥの会議記録によれば，単元匚経済政策」
については, 1947年工月７日に
，オズボーンと勝
田らとの間で議論が交わされている
。その中でオ
ズボ
ンーは匚前もって，この教材についての会議
をしているにもかかわらず
，勝田は，民主的な経
済関係を扱うということを全く見落としている17）」
として
，勝田に修正と再提出を求めている。
実は
，この日の会議に提出された時点のものと
推定される単元匚経済政策」の和文草稿が，東京
大学教育史・教育哲学研究室所蔵の厂勝田守一資
料」に残されていた。次に示しだのは，その草稿に記されていた本単元の匚目標」である。
い経済生活発展ノ概略ノ理解
２）政府ノ産業二対スル政策ノ概略ノ理解
３）金融財政政策二対スル概略ノ理解４日常ノ経済生活ガイカニ政府二負ウテイルカノ認
識
５）政府ノ経済政策殊二経済再建ニタイシテワレワレハイカニ協カスベキデアルカノ認識トソレニ対スル対度（ママ）
６）経済生活改善ノ能力
７）国土計画二対スル大体ノ理解トソノ施策樹立二関スル態度及ビ能力
これら７項目から成る単元匚経済政策」の「目
標
」の草稿は，国民の経済生活に対する政府の政
策と意義を生徒に理解させることを狙っている。
したがって
，単元匚政f台」の場合同様に匚エリー
トが統治主体であるという旧来の考え方」に立脚
しており
，これを見たオズボーンが「‾民主的な経
済関係を扱うことを全く見落としている
」と批判
したのも十分に頷ける権威主義的内容である
。
では
，オズボーンの指摘を受けて，単元匚経済
政策
」はどのように修正されたのだろうか。まず，
『要領Ｈ』に掲載された単元厂経済政策」の「‾目
標
」を見てみると，項目数は同じ七つであるが，
冒頭に次の二つの目標が追加されている。
（一）民主主義には
，政治的な面と同じように，経済
的社会的な面かおるということ
。また，経済的民
主主義には
，国の天然資源や，経済組織や政治が，
一定の階級の特権を離れて
，国民の共通の福祉や，
すべての国民のできるだけ高い生活水準や，その幸福を維持するために用いることが含まれていることを理解すること。
（二）政府の経済的な機能というものは
，国民が，そ
の経済上の目的を達成するために
，協力して行う
手段であること，理解 こと。 18）
二つの目標が，オズボーンの指摘に沿って追加
されたものであることは
，その記述内容からも明
らかであろう
。しかし，第３項目以降の目標につ
いては
，草稿の目標が踏襲されており，政府が経
済政策の担い手であることを理解させるという元
元の意図がそのまま『要領Ｈ』に残される結果と
なっている
。同様に，『要領皿』に掲載された単
元匚経済政策」の匚教材の排列」を見てみると，大項目は次のように配列されている。
（一）われわれの経済生活はどのように発達して来たか
。
（二）政府は産業の増進のためにどのような施策をしているか。
（三）政府は，金融及び財政に関して，どのような施策をしているだろうか。
（四）われわれの日常生活に関する政府の仕事はどんなものであろうか。
（五）日本の経済は
，いかにして再建されるであろうか。
（六）国土計画は，いかに樹立したらよいだろうか。19）
これらの「教材の排列
」の大項目と，前掲の草
稿の「‾目標
」とを対照してみると，草稿の第６日
標匚経済生活改善ノ能力
」が削除されているもの
の
，その他は順序及び内容ともほぼ一致している。
このように
，単元匚経済政策」の場合は，オズ
ボ
ンーの指摘を受けて，匚目標」の冒頭に二項目
の民主的な目標が追加されたが「本単元の匚要旨
」
もその趣旨に沿って修正がなされている）
，厂教材
の排列」等については，草稿の記述がそのまま承
－８－
認される結果となった
。このことは，オズボーン
が執着したのは匚要旨」あるいは匚目標」に自ら
の指摘に沿って修正された記述かおるか否かであ
り
，単元全体を見据えていたわけではないという
ことを意味している。こうして本単元では，オズ
ボ
ンーの指摘によって挿入された匚民主的な経済
関係を扱う
」という趣旨と，政府が経済政策の担
い手であることを生徒に理解させるという草稿の
趣旨とが
，一つの単元の中で並存し合うこととなっ
た。その結果，本単元にも，理念と内容の大きな
乖離が生じたのである。
（4）オズボ
ンーの指摘による
単元「個人と共同生活」の修正
さて
，本稿で最初に取り上げた単元「‾個人と共同
生活
」についても, CIEの会議記録には興味深い
記事が残されていた
。それによると, 1947年２月17
日の会議の中で
，オズボーンは「この単元は注意深
く作成されたものではなかった。というのも，教師
が超国家主義的な目的に利用し得るような内容が幾
つか含まれていたからである20帽と述べて
，勝田に
多くの示唆を与え
，再提出を求めている。「超国家
主義的な目的に利用し得る内容」とは何を意味する
のかについては何も記されていない
。　しかし，これ
までの本稿の論旨に沿って推理を進めると
，この日
に勝田がオズボーンに提出した草稿が，個人の尊厳
よりも社会全体の福祉を過度に強調していると判断
されたために
，オズボーンに修正を求められたもの
と推定される
。本単元の修正稿が提出されたのは１
週間後の２月24日であり21），英訳に要する時間など
を考慮すると超過密日程である22）
。そこで，オズボー
ンの指摘に合わせて「個人の集合体としての社会
」
という民主主義観を取り入れた記述に変更するのは
，
「要旨
」だけにとどめられた。そのため，勝田公民
教育観と文部省上層部の政治的立場が錯綜して反映
された「目標」以下との間で
，大きな乖離が生じる
結果となったのである。
４。おわりに
以上の考察により明らかになった『要領Ｈ』の
匚民主主義」を教える単元の特色と問題点は
，次
の四点にまとめることができるＯ
①社会科教育において民主主義を教える目的を，
これからの社会の秩序を構築し
，社会発展に
寄与し得る個人を育成することにおいている
。
②民主主義の理念を標榜し
，民主主義を教え
ことを社会科の目的として掲げているが
，生
徒に教える内容は民主主義の形態・制度・機
能
・歩み等の知識を中心としている。
③自分たちの社会が民主的であるかどうかを判
断する学習は
，家庭，学校，地方自治などの
身近な社会を対象とするレペルにとどまり
，
国の政治には言及していない。
④国の政治について学ぶ単元では
，国民主権の
理念を掲げつつも
，実質的に国政を担ってい
るのは政府であることを生徒に印象づけるよ
うに内容を構成している。
これらの原則に立脚した『要領Ｈ』の匚民主主
義
」教育を，民主主義教育と呼ぶことができるか
どうかは疑わしい
。何よりも，国民に実質的な権
力を与えまいとする意図を込めて作成された単元
を民主主義を学ぶにふさわしい単元と呼ぶことは
できない
。本稿のタイトルに匚民主主義」という
括弧付きの表現を用いたのはそのためである
。
本稿では
，このような特色と問題点を抱え込ん
だ単元が構成された背景についても考察した
。
そこから浮かび上がってきたのは
，個人主義的
社会観に立脚したアメリカ民主主義を日本に移植
しようとするGHQ/C I E側の意図と
，第二次
世界大戦後の東西のイデオロギ
対ー立を背景とし
て
，反共的立場から主権を国民に実質的に与えま
いとする文部省上層部の方針との狭間で苦悩し続
けた勝田ら『要領Ｈ』編集委員会の姿であった
。
勝田の公民教育観は
，コントの厂秩序と進歩」
を基調としており
，国家社会の秩序の構築と発展
を図るという
一点では文部省上層部の方針との交
点を見出すことができるが
，そのために自立した
個人を育成し
，民主主義を推進するという点では
オズボ
ンーに近いという微妙な位置を保っていた。
こうして
，『要領Ｈ』の匚民主主義」を教える
四つの単元は
，文部省上層部の指示とオズボーン
の指摘が競合する中で
，勝田ら中等社会科委員会
によって構成作業が進められていったＯ本来なら
ば
，対極にあるオズボーンと文部省上層部の見解
の相違は，民主的な国家・社会を担う国民（個人）
－９－
を育成する教育を推進するか否か
，言いかえれば，
国政の担い手は主権者たる国民であると教えるか
，
その実質的担い手は既存の政府であると教えるか
という根本的対立を含んでいた訳であるから
，安
易な妥協は成立するはずがなかった。
ところが
，それを可能ならしめたのが，日米の
カリキュラム構成観の基本的な相違であった
。
デメリカのカリキュラムは
，学校教育全体の理
念
，教科の目的や単元の目標，あるいは各単元で
習得される主要な概念を中核として構成されてい
る
。このような基本的傾向は，昭和22年版社会科
学習指導要領のモデルとされたヴァ
ジーニア・プ
ランにも, 1960年代以降の新社会科カリキュラム
にも共通して見出すことができる
。既に何度も述
べたように
，『要領Ｈ』の編集に当たって，オズ
ボ
ンーが，自らの指摘に沿った修正がなされたか
否かを確認したのは
，単元の匚要旨」と匚目標」
を中心とした記述についてであった
。このような
オズボ
ンーのこだわりは，祖国アメリカのカリキュ
ラム構成観と決して無縁ではないはずである
。
それに対して
，日本の教育には，理念や目標よ
りも
，内容や知識の習得を優先する傾向がある。
『要領Ｈ』に即して言えば
，匚要旨」や匚目標」よ
りも
，各単元の学習内容を示した厂教材の排列」
を重視するのが
，日本のカリキュラム観である。
こうして
，『要領Ｈ』の厂民主主義」を教える
単元は
，上記のような四つの特色と問題点を抱え
込むことになったのである
。このような根本的矛
盾を抱え込んだ単元構成には
，まさしく木に竹を
接いだという形容がピタリと当てはまる。
ところで
，『要領Ｈ』の単元が抱え込んでいた
問題点を
，今日の社会科教育が十分に克服できて
いると言い切ることができるだろうか
。今も尚，
中学校社会科公民的分野の教科書には
，民主主義
の理念や制度が淡々と語られているだけである
。
授業実践の歩みに目を移しても
，地方自治の場で
の民主主義のあり方を考えさせた実践は見られる
ものの
，国政策に対する国民主権のおり方につ
いて考察を深め
，議論し合うという授業はほとん
ど展開されていないというのが現状である
。23）
幸いに，学習方法論の面では，批判的思考力，
意思決定能力
，合意形成能力など，民主主義を担
う個人の能力
・態度を育成するための理論が構築
されつつあるＯそれらの理論を形骸化させないた
めにも
，民主主義（特に国民主権のおり方）を学
ぶカリキュラムや優れた教材の開発
，言いかえれ
ば
，民主主義と国民主権の理念を踏まえた教育内
容の構成と教材の開発が待たれるところである。
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